
目標値

指標名

概要

事業分類

対象

実　績

根拠法令等

事務事業マネジメントシート

事務事業名

予算科目

事業の概要

事業の基本情報

戦略プラン

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市長公約

指標の推移

指標の
概要

１

事業期間

（ ）

SDGs

目的

(取組内容)

コストの推移

項目

市民参加の取組状況

予算額

決算額

一般財源

国庫、県支出金、地方債

その他

人件費計

正職員従事割合

正職員時間外勤務

会計年度任用職員有無

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(人)

(時間)

(－)

　共有、理解

　企画・立案、計画

　実行

　評価、検証

事
業
費 内

訳

件
人

費
内
訳

ホームページ、市民べんり帳、消防訓練、救急講習会

特になし

住宅用火災警報器設置アンケート

特になし

普及促進事業として、市ホームページ、市民べんり帳への掲載及び各種イベントや消防訓練、救急講習会
での広報活動並びに住宅への戸別訪問を実施して、住宅用火災警報器の設置目的、重要性、機能及び奏功
事例について説明し、設置の促進活動を実施する。併せて、設置義務となって10年以上経過していること
から設置済み住宅については、電池交換、機器交換等の適切な維持管理について広報し持続的な設置を図
る。

継続

住宅用火災警報器設置促進事業

職員のみ

         0.35          0.35          0.35          0.35          0.35

        14.00         14.00         14.00         14.00         14.00

無 無 無 無 無

       2,409        2,415        2,426        2,426        2,426

01-090101-12 予防広報業務に要する経費

        80.0         82.0         82.0          0.0          0.0          0.0

         416          246          198            0            0

毎年度

消防法、つくば市火災予防条例

特になし

住宅用火災警報器の設置率向上と適正な維持管理を図る。

戸建て住宅等における住宅用火災警報器の設置率（条例適合率）

住宅用火災警報器設置率

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度

令和 3年度

        85.0         85.0         85.0          0.0          0.0          0.0

自治事務（義務）

11住み続けられるまちづくりを

887

成果指標

消防本部予防広報課

予防係

市民

％

           0          174          183          154          154

           0            0            0            0            0

         150          230           57            0            0

         266           16          141            0            0

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
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指標の

概要

概要

概要

概要
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方向性

実　績

実　績

実　績

実　績

指標名

指標名

指標名

指標名

目標値

目標値

目標値

目標値

２

事業の成果と課題

前年度の課
題への対応

　進捗状況

評価

成果

　市民ニーズ

　市の関与

　優先度

改善目標

業務

組織、
予算等

課
題

特になし

令和３年度は、新型コロナウイルス感染症対策により、戸別訪問及びイベントが中止となったが、横断幕
設置、TX駅構内及び路線バスでのポスター掲示、並びにホームページ等での設置、維持管理に係る市民へ
の広報や、消防訓練及び救急講習会等でリーフレットや奏功事例を活用した広報を実施した。

継続

3

3

-

-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

やや遅れたが、今年度の事業計画は達成された。

法令等により市の実施が定められている。

法令等により市の実施が定められている。

特になし

特になし

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

R02年度

R03年度

R03年度

R03年度

R03年度

R04年度

R04年度

R04年度

R04年度

R05年度

R05年度

R05年度

R05年度

R06年度

R06年度

R06年度

R06年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

特になし



目標値

指標名

概要

事業分類

対象

実　績

根拠法令等

事務事業マネジメントシート

事務事業名

予算科目

事業の概要

事業の基本情報

戦略プラン

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市長公約

指標の推移

指標の
概要

１

事業期間

（ ）

SDGs

目的

(取組内容)

コストの推移

項目

市民参加の取組状況

予算額

決算額

一般財源

国庫、県支出金、地方債

その他

人件費計

正職員従事割合

正職員時間外勤務

会計年度任用職員有無

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(人)

(時間)

(－)

　共有、理解

　企画・立案、計画

　実行

　評価、検証

事
業
費 内

訳

件
人

費
内
訳

特になし

特になし

特になし

特になし

花火教室を開催して、花火の正しい遊び方を身につけさせる。
避難訓練を実施し、団体行動としての適切な避難要領を指導する。
消防署の見学を通して、消防の仕事に対する理解を高めてもらう。

継続

幼年・少年・女性消防クラブ指導育成事業

職員のみ

         0.15          0.15          0.15          0.15          0.15

         6.00          6.00          6.00          6.00          6.00

無 無 無 無 無

       1,033        1,035        1,040        1,040        1,040

01-090101-12 予防広報業務に要する経費

     1,094.0        816.0        934.0          0.0          0.0          0.0

         400          400          400            0            0

毎年度

特になし

特になし

火遊びの防止や消防の仕事に対する理解を深めてもらう。

幼年消防クラブ員の参加人数

防火指導育成事業参加者数

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度

令和 3年度

     1,000.0      1,000.0      1,000.0          0.0          0.0          0.0

自治事務（任意）

11住み続けられるまちづくりを

888

活動結果指標

消防本部予防広報課

予防係

幼児、児童、生徒

人

           0          400          400          400          400

           0            0            0            0            0

           0            0            0            0            0

         400          400          400            0            0

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
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指標の

指標の

指標の

指標の

概要

概要

概要

概要
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方向性

実　績

実　績

実　績

実　績

指標名

指標名

指標名

指標名

目標値

目標値

目標値

目標値

２

事業の成果と課題

前年度の課
題への対応

　進捗状況

評価

成果

　市民ニーズ

　市の関与

　優先度

改善目標

業務

組織、
予算等

課
題

特になし

消防訓練や消防署見学を通じて、幼児・児童等に火災の恐ろしさ、火災時の適切な避難行動を伝えること
により、火遊びはしない等の正しい火の取り扱いに対する意識づけを行うことができた。
花火教室は実施できたが、イベント等への参加は中止となりました。

継続

3

4

4

3

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

年度当初の計画通りに事業を実施することができた。

市の関与の必要性が高い事業である。

市民ニーズや市民生活への影響等を鑑みて、継続して実施する必要がある。

特になし

特になし

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0
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         0.0
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         0.0

R01年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度
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R03年度

R03年度

R03年度

R04年度

R04年度

R04年度

R04年度

R05年度

R05年度

R05年度

R05年度

R06年度

R06年度

R06年度

R06年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

特になし



目標値

指標名

概要

事業分類

対象

実　績

根拠法令等

事務事業マネジメントシート

事務事業名

予算科目

事業の概要

事業の基本情報

戦略プラン

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市長公約

指標の推移

指標の
概要

１

事業期間

（ ）

SDGs

目的

(取組内容)

コストの推移

項目

市民参加の取組状況

予算額

決算額

一般財源

国庫、県支出金、地方債

その他

人件費計

正職員従事割合

正職員時間外勤務

会計年度任用職員有無

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(人)

(時間)

(－)

　共有、理解

　企画・立案、計画

　実行

　評価、検証

事
業
費 内

訳

件
人

費
内
訳

特になし

特になし

特になし

特になし

事業所等を対象した防火・防災管理者の資格者養成のための講習会を適時開催する。

継続

防火・防災管理講習会事業

職員のみ

         1.00          1.00          1.00          1.00          0.00

        41.00         41.00         41.00         41.00          0.00

無 無 無 無 無

       6,884        6,901        6,934        6,934            0

01-090101-12 予防広報業務に要する経費

       313.0         78.0        169.0          0.0          0.0          0.0

         568          184           36            0            0

毎年度

消防法、消防法施行令、消防法施行規則

特になし

事業所等における防火・防災意識の高揚を図る。

甲種、乙種防火管理、防災管理及び防火、防災管理再講習を修了した者に対して修了証を交付した数

防火・防災管理講習の修了証交付者数

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度

令和 3年度

       490.0        490.0        420.0          0.0          0.0          0.0

自治事務（義務）

11住み続けられるまちづくりを

889

活動結果指標

消防本部予防広報課

予防係

市民

人

           0          378           21           60           60

           0            0            0            0            0

         248          170           30            0            0

         320           14            6            0            0

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
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指標の
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概要
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方向性

実　績

実　績

実　績

実　績

指標名

指標名

指標名

指標名

目標値

目標値

目標値

目標値

２

事業の成果と課題

前年度の課
題への対応

　進捗状況

評価

成果

　市民ニーズ

　市の関与

　優先度

改善目標

業務

組織、
予算等

課
題

特になし

それぞれの講習会を開催することにより、資格者を養成し、事業所における防火・防災管理の重要性を認
識させることができた。一方で、新型コロナウイルス感染症に伴い、甲種防火管理者新規講習会が中止に
なりました。
防火・防災管理各講習会　５回　　　受講者（修了者）　149人（169人）

継続

3

4

2

3

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

年度当初の計画通りに事業を実施することができた。

国、県、民間等で事業を担うことが可能である。

市民ニーズや市民生活への影響等を鑑みて、継続して実施する必要がある。

特になし

特になし
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         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0
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R03年度

R03年度

R04年度

R04年度

R04年度

R04年度

R05年度

R05年度

R05年度

R05年度

R06年度

R06年度

R06年度

R06年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

特になし



目標値

指標名

概要

事業分類

対象

実　績

根拠法令等

事務事業マネジメントシート

事務事業名

予算科目

事業の概要

事業の基本情報

戦略プラン

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市長公約

指標の推移

指標の
概要

１

事業期間

（ ）

SDGs

目的

(取組内容)

コストの推移

項目

市民参加の取組状況

予算額

決算額

一般財源

国庫、県支出金、地方債

その他

人件費計

正職員従事割合

正職員時間外勤務

会計年度任用職員有無

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(人)

(時間)

(－)

　共有、理解

　企画・立案、計画

　実行

　評価、検証

事
業
費 内

訳

件
人

費
内
訳

特になし

特になし

特になし

特になし

火災発生の原因及び損害の調査を実施し、消防庁に報告を行うとともに、関係者に対しり災に関する証明
書の交付を行う。

継続

火災調査等事業

職員のみ

         0.25          0.25          0.25          0.25          0.25

        20.00         10.00         10.00         10.00         10.00

無 無 無 無 無

       1,746        1,725        1,734        1,734        1,734

01-090101-12 予防広報業務に要する経費

        66.0         63.0         84.0          0.0          0.0          0.0

         810          215          292            0            0

毎年度

消防組織法、消防法

特になし

今後の火災予防対策に活用する。

火災原因調査に基づき、総務省消防庁に火災報告した件数

火災調査及び報告件数

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度

令和 3年度

         0.0          0.0          0.0          0.0          0.0          0.0

自治事務（義務）

11住み続けられるまちづくりを

890

活動結果指標

消防本部予防広報課

予防係

職員

件

           0          167          391          567          567

           0            0            0            0            0

         300          190          285            0            0

         510           25            7            0            0

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
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概要
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概要
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方向性

実　績

実　績

実　績

実　績

指標名

指標名

指標名

指標名

目標値

目標値

目標値

目標値

２

事業の成果と課題

前年度の課
題への対応

　進捗状況

評価

成果

　市民ニーズ

　市の関与

　優先度

改善目標

業務

組織、
予算等

課
題

特になし

火災原因調査を実施することで、出火原因等の究明につながり、火災予防対策に役立てることができた。
また、り災証明について、申請者の求めに対し、即時交付することができた。
火災件数　84件（暦年）
り災証明発行数　85件

継続

3

4

4

3

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

年度当初の計画通りに事業を実施することができた。

市の関与の必要性が高い事業である。

市民ニーズや市民生活への影響等を鑑みて、継続して実施する必要がある。

特になし

特になし

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

R02年度

R03年度

R03年度

R03年度

R03年度

R04年度

R04年度

R04年度

R04年度

R05年度

R05年度

R05年度

R05年度

R06年度

R06年度

R06年度

R06年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

特になし



目標値

指標名

概要

事業分類

対象

実　績

根拠法令等

事務事業マネジメントシート

事務事業名

予算科目

事業の概要

事業の基本情報

戦略プラン

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市長公約

指標の推移

指標の
概要

１

事業期間

（ ）

SDGs

目的

(取組内容)

コストの推移

項目

市民参加の取組状況

予算額

決算額

一般財源

国庫、県支出金、地方債

その他

人件費計

正職員従事割合

正職員時間外勤務

会計年度任用職員有無

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(人)

(時間)

(－)

　共有、理解

　企画・立案、計画

　実行

　評価、検証

事
業
費 内

訳

件
人

費
内
訳

特になし

特になし

特になし

特になし

建築物等の立入検査、消防検査及び消防同意により、火災発生の未然防止と被害の軽減を図る。

継続

建築物等に対する消防同意、消防検査及び立入検査事業

職員のみ

         3.00          3.00          3.00          3.00          3.00

       123.00        123.00        123.00        123.00        123.00

無 無 無 無 無

      20,653       20,701       20,800       20,800       20,800

01-090101-12 予防広報業務に要する経費

       723.0        622.0        641.0          0.0          0.0          0.0

         990          564          367            0            0

毎年度

消防法

特になし

市民の安全・安心を確保する。

建築物等に対する立入検査実施件数

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度

令和 3年度

     1,200.0      1,200.0      1,200.0          0.0          0.0          0.0

自治事務（義務）

11住み続けられるまちづくりを

891

活動結果指標

消防本部予防広報課

予防係・危険物係

職員

件

           0          597          343          498          498

           0            0            0            0            0

         420          422          350            0            0

         570          142           17            0            0

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度



方向性

理由

５

指標の

指標の

指標の

指標の

概要

概要

概要

概要

）

）

）

）

（

（

（

（

４

３

方向性

実　績

実　績

実　績

実　績

指標名

指標名

指標名

指標名

目標値

目標値

目標値

目標値

２

事業の成果と課題

前年度の課
題への対応

　進捗状況

評価

成果

　市民ニーズ

　市の関与

　優先度

改善目標

業務

組織、
予算等

課
題

特になし

立入検査により、関係者に対する防火・防災意識の高揚が図れた。消防用設備等の検査及び検査済証の交
付により、消防法令の遵守が図れた。消防同意により、消防法令適合と防火安全対策の確保が図れた。
立入検査にあっては、新型コロナウイルス感染症に伴い、実施数が減少した。
立入検査実施数　641件（うち危険物施設　173件）　検査済証交付数　289件　　消防同意数　380件

継続

3

3

2

3

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

やや遅れたが、今年度の事業計画は達成された。

国、県、民間等で事業を担うことが可能である。

市民ニーズや市民生活への影響等を鑑みて、継続して実施する必要がある。

特になし

特になし

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

R02年度

R03年度

R03年度

R03年度

R03年度

R04年度

R04年度

R04年度

R04年度

R05年度

R05年度

R05年度

R05年度

R06年度

R06年度

R06年度

R06年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

特になし



目標値

指標名

概要

事業分類

対象

実　績

根拠法令等

事務事業マネジメントシート

事務事業名

予算科目

事業の概要

事業の基本情報

戦略プラン

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市長公約

指標の推移

指標の
概要

１

事業期間

（ ）

SDGs

目的

(取組内容)

コストの推移

項目

市民参加の取組状況

予算額

決算額

一般財源

国庫、県支出金、地方債

その他

人件費計

正職員従事割合

正職員時間外勤務

会計年度任用職員有無

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(人)

(時間)

(－)

　共有、理解

　企画・立案、計画

　実行

　評価、検証

事
業
費 内

訳

件
人

費
内
訳

特になし

特になし

特になし

特になし

市内で行われる各種イベントや、火災予防運動週間等における火災予防広報の実施及び年間を通した消防
訓練や消防音楽隊による啓発活動の実施する。

継続

火災予防広報事業

職員のみ

         1.00          1.00          1.00          1.00          1.00

        41.00         41.00         41.00         41.00         41.00

無 無 無 無 無

       6,884        6,901        6,934        6,934        6,934

01-090101-12 予防広報業務に要する経費

         6.0          0.0          1.0          0.0          0.0          0.0

       3,900          721        1,318            0            0

毎年度

消防法、消防音楽隊規程

特になし

市内の各種イベントや消防音楽隊の演奏による火災予防広報を通して、広く市民に対し防火意識の向上を
呼びかけ、災害の未然防止と被害の軽減を図る。

公的機関によって催されるイベント等への音楽隊の年間出演回数。

イベント等への出演等による火災予防広報件数

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度

令和 3年度

        10.0         10.0         10.0          0.0          0.0          0.0

自治事務（任意）

11住み続けられるまちづくりを

892

活動結果指標

消防本部予防広報課

広報係

市民

回

           0        2,299        1,808        2,118        2,118

           0            0            0            0            0

       1,800        1,280        1,480            0            0

       2,100         -559         -162            0            0

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度



方向性

理由

５

指標の

指標の

指標の

指標の

概要

概要

概要

概要

）

）

）

）

（

（

（

（

４

３

方向性

実　績

実　績

実　績

実　績

指標名

指標名

指標名

指標名

目標値

目標値

目標値

目標値

２

事業の成果と課題

前年度の課
題への対応

　進捗状況

評価

成果

　市民ニーズ

　市の関与

　優先度

改善目標

業務

組織、
予算等

課
題

特になし

令和３年度については、新型コロナウイルス感染症対策から各イベント等が中止となったため、消防音楽
隊による火災予防広報活動は、聖火リレーイベント参加の１回が実施された。火災予防運動週間等におけ
る火災予防広報、消防訓練時の火災予防広報を実施し市民の防火・防災意識の高揚が図れた。
消防訓練時の火災予防広報数（231回）

継続

3

3

5

3

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

やや遅れたが、今年度の事業計画は達成された。

市が直接担うべき事業である。

市民ニーズや市民生活への影響等を鑑みて、継続して実施する必要がある。

特になし

特になし

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

R02年度

R03年度

R03年度

R03年度

R03年度

R04年度

R04年度

R04年度

R04年度

R05年度

R05年度

R05年度

R05年度

R06年度

R06年度

R06年度

R06年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

特になし



目標値

指標名

概要

事業分類

対象

実　績

根拠法令等

事務事業マネジメントシート

事務事業名

予算科目

事業の概要

事業の基本情報

戦略プラン

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市長公約

指標の推移

指標の
概要

１

事業期間

（ ）

SDGs

目的

(取組内容)

コストの推移

項目

市民参加の取組状況

予算額

決算額

一般財源

国庫、県支出金、地方債

その他

人件費計

正職員従事割合

正職員時間外勤務

会計年度任用職員有無

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(人)

(時間)

(－)

　共有、理解

　企画・立案、計画

　実行

　評価、検証

事
業
費 内

訳

件
人

費
内
訳

特になし

特になし

特になし

特になし

総務省消防庁の定める統計調査に基づき、つくば市内における危険物施設の許可状況及び危険物災害等を
調査し、オンラインにて総務省消防庁に報告する。
調査結果を参考に効果的な保安指導を実施する。

継続

危険物施設調査事業

職員のみ

         1.00          1.00          1.00          1.00          1.00

        41.00         41.00         41.00         41.00         41.00

無 無 無 無 無

       6,884        6,901        6,934        6,934        6,934

01-090101-12 予防広報業務に要する経費

       303.0        152.0        173.0          0.0          0.0          0.0

          35           31           11            0            0

毎年度

消防組織法、消防法

特になし

市民の安全・安心を確保する。

危険物施設の管理状況の調査件数

危険物施設調査報告件数

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度

令和 3年度

       330.0        330.0        330.0          0.0          0.0          0.0

自治事務（義務）

11住み続けられるまちづくりを

893

活動結果指標

消防本部予防広報課

危険物係

職員

件

           0          100           22           68           68

           0            0            0            0            0

          10           28            0            0            0

          25            3           11            0            0

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度



方向性

理由

５

指標の

指標の

指標の

指標の

概要

概要

概要

概要

）

）

）

）

（

（

（

（

４

３

方向性

実　績

実　績

実　績

実　績

指標名

指標名

指標名

指標名

目標値

目標値

目標値

目標値

２

事業の成果と課題

前年度の課
題への対応

　進捗状況

評価

成果

　市民ニーズ

　市の関与

　優先度

改善目標

業務

組織、
予算等

課
題

特になし

前年度における危険物施設の実態調査及び事故発生状況を調査し、国及び県へオンラインにて報告した。
危険物施設における事故はなし。危険物施設の立入検査については、新型コロナウイルス感染症に伴い実
施件数が減少した。

継続

3

2

-

-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画から遅れている。（未達成）

法令等により市の実施が定められている。

法令等により市の実施が定められている。

特になし

特になし

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

R02年度

R03年度

R03年度

R03年度

R03年度

R04年度

R04年度

R04年度

R04年度

R05年度

R05年度

R05年度

R05年度

R06年度

R06年度

R06年度

R06年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

特になし



目標値

指標名

概要

事業分類

対象

実　績

根拠法令等

事務事業マネジメントシート

事務事業名

予算科目

事業の概要

事業の基本情報

戦略プラン

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市長公約

指標の推移

指標の
概要

１

事業期間

（ ）

SDGs

目的

(取組内容)

コストの推移

項目

市民参加の取組状況

予算額

決算額

一般財源

国庫、県支出金、地方債

その他

人件費計

正職員従事割合

正職員時間外勤務

会計年度任用職員有無

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(人)

(時間)

(－)

　共有、理解

　企画・立案、計画

　実行

　評価、検証

事
業
費 内

訳

件
人

費
内
訳

特になし

特になし

特になし

特になし

消防法第11条による製造所等の設置・変更許可申請及び第14条の2による予防規程の認可申請並びに火薬類
取締法第17条第１項による譲受・譲渡許可及び第25条第１項による煙火・譲受消費申請に対して、法令上
の基準に適合し、かつ、危険物等の貯蔵・取扱いが公共の安全の維持又は、災害の発生の防止に支障を及
ぼす恐れがないかを審査する。要件に適合している場合は許可又は認可をする。

継続

危険物製造所等許認可事業

職員のみ

         2.00          2.00          2.00          2.00          2.00

        82.00         82.00         82.00         82.00         82.00

無 無 無 無 無

      13,768       13,802       13,867       13,867       13,867

01-090101-12 予防広報業務に要する経費

        64.0         61.0         56.0          0.0          0.0          0.0

         339           90           57            0            0

毎年度

消防法、火薬類取締法

特になし

公共の安全を維持する。

危険物施設の設置・変更許可件数

危険物施設許可等件数

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度

令和 3年度

        40.0         50.0         50.0          0.0          0.0          0.0

自治事務（義務）

11住み続けられるまちづくりを

894

活動結果指標

消防本部予防広報課

危険物係

職員

件

           0          237          136          152          152

          13           13            0            0            0

         146           80           40            0            0

         180           -3           17            0            0

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度



方向性

理由

５

指標の

指標の

指標の

指標の

概要

概要

概要

概要

）

）

）

）

（

（

（

（

４

３

方向性

実　績

実　績

実　績

実　績

指標名

指標名

指標名

指標名

目標値

目標値

目標値

目標値

２

事業の成果と課題

前年度の課
題への対応

　進捗状況

評価

成果

　市民ニーズ

　市の関与

　優先度

改善目標

業務

組織、
予算等

課
題

特になし

危険物設置・変更許可56件、予防規程の制定・変更12件、火薬類譲受・譲渡許可５件、煙火消費許可２件
、各種講習会は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に伴い、危険物事故セミナー等（オンライン対応
）２件、以外は中止となりました。危険物の許認可申請・火薬類消費許可等については、法令に基づき適
正に処理を行い、施設及び煙火消費場所の安全が確保された。

継続

3
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-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

年度当初の計画通りに事業を実施することができた。

法令等により市の実施が定められている。

法令等により市の実施が定められている。
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特になし
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指標名

概要

事業分類

対象

実　績

根拠法令等

事務事業マネジメントシート

事務事業名

予算科目

事業の概要

事業の基本情報

戦略プラン

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市長公約

指標の推移

指標の
概要

１

事業期間

（ ）

SDGs

目的

(取組内容)

コストの推移

項目

市民参加の取組状況

予算額

決算額

一般財源

国庫、県支出金、地方債

その他

人件費計

正職員従事割合

正職員時間外勤務

会計年度任用職員有無

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(人)

(時間)

(－)

　共有、理解

　企画・立案、計画

　実行

　評価、検証

事
業
費 内

訳

件
人

費
内
訳

特になし

特になし

特になし

特になし

制服更新計画を作成し計画に沿って一定数の制服を更新する。

継続

つくば市消防音楽隊制服の更新

職員のみ

         0.00          0.00          0.00          0.00          0.00

         0.00          0.00          0.00          0.00          0.00

無 無 無 無 無

           0            0            0            0            0

01-090101-12 予防広報業務に要する経費

         0.0          0.0          0.0          0.0          0.0          0.0

           0            0            0            0            0

毎年度

特になし

特になし

制服を定期的に更新することで良好な状態を保ち、音楽隊員の士気高揚を図る。

制服更新数（平成30年度に制服38着を更新したため、平成31年度（令和元年度）から休止中。令和３年度か
ら事業の再開を予定していたが、事業の見直しを行い、当面の間休止となる。）

消防音楽隊制服更新

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度

令和 3年度

         0.0          0.0          0.0          0.0          0.0          0.0

自治事務（任意）

11住み続けられるまちづくりを

895

活動結果指標

消防本部予防広報課

広報係

職員（音楽隊員）

着
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           0            0            0            0            0

           0            0            0            0            0

           0            0            0            0            0

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
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事業の成果と課題

前年度の課
題への対応

　進捗状況

評価

成果

　市民ニーズ

　市の関与

　優先度

改善目標

業務

組織、
予算等

課
題

特になし

平成30年度に制服38着を更新したため、平成31年度（令和元年度）から休止中。令和３年度から事業の再
開を予定していたが、事業の見直しを行い、当面の間休止となる。
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-

4

4

2

ニーズが不明である。

年度当初の計画通りに事業を実施することができた。

市の関与の必要性が高い事業である。

事務事業の統合、縮小を検討する必要がある。
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特になし
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